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(57)【要約】
【課題】ドア位置検出装置を用いなくても同等な機能を
有してかごドアの開閉制御を適確に行うことができるエ
レベータ用ドア制御装置を提供する。
【解決手段】この装置のドア制御コントローラ１１９で
は、ドアモータ電流検出器１０６からの電流検出値を数
値変換して得られるトルク帰還値とロータリエンコーダ
１０７からのドアデータ検出値に含まれるかごドアの速
度に示される速度帰還値とによりかごドアの開端及び閉
端の位置を検出した結果からドアデータ検出値に含まれ
るかごドアの動作距離に基づいて算出したかごドアの開
端までの距離、閉端までの距離で決定されるかごドアの
間口寸法のデータをかごドアの開閉駆動の所望の指令値
生成に供し、間口寸法未満相当で演算した結果の電圧制
御指示値を送出する。インバータ制御部１０５がその指
示値に従ってドアモータ１０４への電流供給を制御する
ことでドアモータ１０４を回転させ、かごドアの開閉制
御が行われる。
【選択図】図１



(2) JP 2017-178478 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建物に設備されたエレベータ装置における乗りかごのかごドアを開閉駆動するドアモー
タと、前記ドアモータに付設されて前記かごドアの速度及び動作距離を検出した結果を示
すドアデータ検出値を出力するロータリエンコーダと、前記ドアモータに供給される電流
を検出した結果を示す電流検出値を出力するドアモータ電流検出器と、前記ロータリエン
コーダからの前記ドアデータ検出値と前記ドアモータ電流検出器からの前記電流検出値と
を演算処理した結果に基づいて前記ドアモータによる前記かごドアの開閉駆動を制御する
ドア制御コントローラと、を備えたエレベータ用ドア制御装置において、
　前記ドア制御コントローラは、前記ドアモータ電流検出器からの前記電流検出値を数値
変換して得られる前記ドアモータのトルク帰還値と前記ロータリエンコーダからの前記ド
アデータ検出値に含まれる前記かごドアの速度に示される速度帰還値とにより当該かごド
アの開端及び閉端の位置を検出した結果から当該ドアデータ検出値に含まれる当該かごド
アの前記動作距離に基づいて算出した当該かごドアの開端までの距離、並びに当該かごド
アの閉端までの距離で決定される当該かごドアの間口寸法のデータを当該かごドアの開閉
駆動の指令値生成に供し、当該間口寸法未満相当でかごドアの開閉制御を行わせることを
特徴とするエレベータ用ドア制御装置。
【請求項２】
　請求項１記載のエレベータ用ドア制御装置において、
　前記ドア制御コントローラは、前記かごドアの間口寸法を決定した後の通常開閉モード
時に前記間口寸法未満相当のデータとして、ドア位置検出装置を構成する機械式ドア戸閉
リミットスイッチと機械式ドア戸開リミットスイッチとが仮想設置される位置までの距離
を設定して当該かごドアの開閉駆動の指令値生成を行うことを特徴とするエレベータ用ド
ア制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エレベータの乗りかごのかごドアを開閉制御するエレベータ用ドア制御装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種のエレベータ用ドア制御装置に関連する周知技術として、乗りかごのかご
ドアの開閉時間を所定値に制御し得るようにした「エレベータのドア制御装置」（特許文
献１参照）が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平４－１９７９８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した特許文献１に係る技術は、エレベータの乗りかごへの出入りを可能とするかご
ドアについて、ドア速度指令値よりドア予定到達距離を演算し、予定到達距離と機械式ド
ア戸閉リミットスイッチ（ＣＬＳ）から機械式ドア戸開リミットスイッチ（ＯＬＳ）まで
の距離との差、並びにドア速度指令値とドア速度との差に応じてドア速度指令値を修正す
るものである。
【０００５】
　しかしながら、こうした機能であればドア位置検出装置を構成する機械式ドア戸閉リミ
ットスイッチ及び機械式ドア戸開リミットスイッチの何れかが故障してスイッチ位置を検
出できない場合や、ドア位置検出装置の設置位置が本来設置されるべき位置からずれてし
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まった場合にはかごドアの間口に相当する距離を算出できなくなり、ドア速度指令値を修
正することができなくなってしまうという問題がある。その他、経年によりドア位置検出
装置に生じる劣化を対処するためのメンテナンスに要する手間やコスト増加を回避できな
いという問題もある。
【０００６】
　本発明は、このような問題点を解決すべくなされたもので、その技術的課題は、ドア位
置検出装置を用いなくても同等な機能を有してかごドアの開閉制御を適確に行うことがで
きるエレベータ用ドア制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記技術的課題を解決するため、建物に設備されたエレベータ装置における乗りかごの
かごドアを開閉駆動するドアモータと、ドアモータに付設されてかごドアの速度及び動作
距離を検出した結果を示すドアデータ検出値を出力するロータリエンコーダと、ドアモー
タに供給される電流を検出した結果を示す電流検出値を出力するドアモータ電流検出器と
、ロータリエンコーダからのドアデータ検出値とドアモータ電流検出器からの電流検出値
とを演算処理した結果に基づいてドアモータによるかごドアの開閉駆動を制御するドア制
御コントローラと、を備えたエレベータ用ドア制御装置において、ドア制御コントローラ
は、ドアモータ電流検出器からの電流検出値を数値変換して得られるドアモータのトルク
帰還値とロータリエンコーダからのドアデータ検出値に含まれるかごドアの速度に示され
る速度帰還値とにより当該かごドアの開端及び閉端の位置を検出した結果から当該ドアデ
ータ検出値に含まれる当該かごドアの動作距離に基づいて算出した当該かごドアの開端ま
での距離、並びに当該かごドアの閉端までの距離で決定される当該かごドアの間口寸法の
データを当該かごドアの開閉駆動の指令値生成に供し、当該間口寸法未満相当でかごドア
の開閉制御を行わせることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、上記構成によりドア位置検出装置を用いなくても同等な機能を有して
かごドアの開閉制御を適確に行うことができるようになる。上記した以外の課題、構成及
び効果は、以下の実施の形態の説明により明らかにされる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施例に係るエレベータ用ドア制御装置の基本構成を示す概略ブロック
図である。
【図２】図１に示すエレベータ用ドア制御装置の基本機能に係る動作処理を示すフローチ
ャートである。
【図３】図２に示す動作処理に含まれる間口測定モードの細部処理を示すフローチャート
である。
【図４】図２に示す動作処理に含まれる通常開閉モードの細部処理を示すフローチャート
である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に、本発明のエレベータ用ドア制御装置について、実施例を挙げ、図面を参照して
詳細に説明する。
【実施例】
【００１１】
　図１は、本発明の実施例に係るエレベータ用ドア制御装置の基本構成を示す概略ブロッ
ク図である。
【００１２】
　図１を参照すれば、実施例に係るエレベータ用ドア制御装置は、建物に設備されたエレ
ベータ装置における各階床間を昇降運転する乗りかご１０３のかごドアを開閉駆動するド
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アモータ１０４と、ドアモータ１０４に付設されてその回転数及び位置を検出することに
よりかごドアの速度及び動作距離を検出した結果を示すドアデータ検出値を出力するロー
タリエンコーダ１０７と、ドアモータ１０４に供給される電流を検出した結果の電流検出
値を出力するドアモータ電流検出器１０６と、ロータリエンコーダ１０７からのドアデー
タ検出値とドアモータ電流検出器１０６からの電流検出値とを演算処理した結果に基づい
てドアモータ１０４によるかごドアの開閉駆動を制御する電圧制御指示値を出力するドア
制御コントローラ１１９と、直流電源１０１及びそれを充電する直流コンデンサ１０２に
接続されると共に、電圧制御指示値に従ってドアモータ１０４への電流供給を制御するイ
ンバータ制御部１０５と、を備えて構成される。
【００１３】
　このエレベータ用ドア制御装置では、初期的に直流電源１０１の直流電圧を直流コンデ
ンサ１０２に充電してインバータ制御部１０５に一定の直流電圧が印加される状態とする
ことを前提とし、ドアモータ電流検出器１０６がインバータ制御部１０５の直流電圧に基
づいてドアモータ１０４に供給される電流を検出した結果の電流検出値を出力する。ドア
制御コントローラ１１９では、ドアモータ電流検出器１０６からの帰還検出された電流検
出値を数値変換して得られるドアモータ１０４のトルク帰還値とロータリエンコーダ１０
７からの帰還検出されたドアデータ検出値に含まれるかごドアの速度に示される速度帰還
値とによりかごドアの開端及び閉端の位置を検出した結果からドアデータ検出値に含まれ
るかごドアの動作距離に基づいて算出したかごドアの開端までの距離、並びにかごドアの
閉端までの距離で決定されるかごドアの間口寸法のデータをかごドアの開閉駆動の所望の
指令値生成に供し、間口寸法未満相当で演算した結果の電圧制御指示値をインバータ制御
部１０５へ送出し、インバータ制御部１０５がその電圧制御指示値に従ってドアモータ１
０４への電流供給を制御することでドアモータ１０４を回転させ、これによってかごドア
の開閉制御が行われる。
【００１４】
　次に、ドア制御コントローラ１１９の細部構成を具体的に説明すれば、ドアモータ電流
検出器１０６で検出された電流検出値はＡ／Ｄ変換器１０８でアナログ信号からデジタル
信号に変換された後に３相２相（３φ→２φ）変換部１０９で直行座標軸上に変換（数値
変換）された上、ドアモータ電流制御演算部１１１及びドアトルク帰還監視部１１６へ送
出される。また、ロータリエンコーダ１０７で検出されたドアデータ検出値に含まれる速
度帰還値はＡ／Ｄ変換器１１０でアナログ信号からデジタル信号に変換された後にドア速
度帰還監視部１１７へ送出される。ドアトルク帰還監視部１１６では、かごドアが完全に
開き切った状態の開端又はかごドアが完全に閉まり切った状態の閉端に到達したことを検
出するため、数値変換して得られるドアモータ１０４のトルク帰還値がトルク上限値であ
るトルクリミッタまで飽和することを監視する。また、ドア速度帰還監視部１１７では、
かごドアが開端又は閉端に到達したことを検出するため、ドアデータ検出値に含まれる速
度帰還値が零になっているか否かを監視する。因みに、かごドアの開端は、かごドアが開
いているときにドアトルク帰還監視部１１６でトルク帰還値がトルクリミッタまで飽和し
ており、且つドア速度帰還監視部１１７で速度帰還値が零になる位置とする。これに対し
、かごドアの閉端はかごドアが閉じているときにドアトルク帰還監視部１１６でトルク帰
還値がトルクリミッタまで飽和しており、且つドア速度帰還監視部１１７で速度帰還値が
零になる位置とする。
【００１５】
　これらの監視結果はドア開端閉端位置検出部１１８に送出され、ドア開端閉端位置検出
部１１８ではかごドアの開端及び閉端の位置を検出した結果からドアデータ検出値に含ま
れるかごドアの動作距離に基づいて算出したかごドアの開端までの距離、並びにかごドア
の閉端までの距離をかごドアの間口寸法のデータとして、ドア開閉指令生成部１１５へ送
出する。ここではかごドアの開端までの距離、並びにかごドアの閉端までの距離をロータ
リエンコーダ１０７からのドアデータ検出値に含まれる動作距離に基づいて算出すること
により、かごドアの間口寸法のデータ（かごドアの移動距離を示す）が判るため、かごド
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アの開閉制御(速度制御)が可能になる。尚、上述したドアトルク帰還監視部１１６、ドア
速度帰還監視部１１７、及びドア開端閉端位置検出部１１８に係る処理機能は、合わせて
ドア開端閉端検出部と呼ばれても良い。
【００１６】
　更に、ドア開閉指令生成部１１５では、かごドアの間口寸法のデータに基づいてかごド
アの開閉駆動の所望の指令値を生成してドア開閉速度制御演算部１１４へ送出する。ドア
開閉速度制御演算部１１４では、所望の指令値に含まれるかごドアの速度指令値と速度帰
還値との差分を比例・積分を含むＰＩ演算処理してトルク指令値を得てドアモータ電流制
御演算部１１１へ送出する。ドアモータ電流制御演算部１１１では、ドア開閉速度制御演
算部１１４で生成したトルク指令値と３相２相（３φ→２φ）変換部１０９からの数値変
換されたトルク帰還値との差分を比例・積分を含むＰＩ演算処理して電圧指令値を得て２
相３相（２φ→３φ）変換部へ送出する。２相３相（２φ→３φ）変換部では、電圧指令
値を３相の出力電圧指令として座標変換（数値変換）してパルス幅変調（ＰＷＭ）生成部
１１３へ送出する。パルス幅変調生成部１１３では、３相の出力電圧指令をパルス幅変調
して電圧制御指示値としてインバータ制御部１０５へ送出する。
【００１７】
　図２は、上述したエレベータ用ドア制御装置の基本機能に係る動作処理を示すフローチ
ャートである。但し、図２に示す動作処理は、一般にエレベータ装置におけるドアシステ
ムでは、顧客の要求仕様によりかごドアの間口寸法が異なるため，エレベータ装置を建物
に設備した後に現地でかごドアの間口寸法測定を行う必要がある目的で行われる場合を含
むものである。
【００１８】
　図２を参照すれば、ここでのエレベータ用ドア制御装置の動作処理は、ドアモータ１０
４による乗りかご１０３のかごドア開閉開始時に行われることを前提としており、まずド
ア制御コントローラ１１９でのかごドア間口測定が完了しているか否かの判定（ステップ
Ｓ１０１）を行う。この判定の結果、かごドア間口測定が完了していれば通常開閉モード
へ移行（ステップＳ１０２）した後にかごドア開閉終了とするが、かごドア間口測定が完
了していなければ間口測定モードへ移行（ステップＳ１０３）した後にかごドア開閉終了
とする。
【００１９】
　図３は、図２の動作処理に含まれる間口測定モードの細部処理を示すフローチャートで
ある。
【００２０】
　図３を参照すれば、間口測定モードは、かごドア間口測定時に行われるもので、まずか
ごドアについて速度一定で戸閉を開始するドア閉開始（ステップＳ２０１）の処理を行う
。このとき、かごドアが閉端まで到達するとドア速度が零になり、ドア開閉速度制御演算
部１１４でドア速度をドア速度指令に追従させようと制御するため、かごドアのトルク帰
還値が大きくなる。そこで、かごドアの閉端を検出するためのトルク帰還値の条件値（閉
端検出値)を設け、ドアトルク帰還監視部１１６でかごドアのトルク帰還（値）が閉端検
出値まで飽和したか否かの判定（ステップＳ２０２）を行う。この判定の結果、トルク帰
還（値）が閉端検出値まで飽和していれば引き続いてドア速度帰還監視部１１７でかごド
アの速度帰還を監視して速度帰還（値）が零（かごドアが全く動いていない状態）である
か否かを判定（ステップＳ２０３）するが、飽和していなければ閉端を検出できないため
、間口測定未完了（ステップＳ２１１）とする処理に移行してからドア開閉終了とする。
【００２１】
　また、先のかごドアの速度帰還を監視して速度帰還（値）が零であるか否かを判定（ス
テップＳ２０３）の結果、速度帰還（値）が零であればドア開端閉端位置検出部１１８で
かごドアの閉端を検出したと判断してドア閉端検出ＯＫ（ステップＳ２０４）とする処理
に移行するが、速度帰還（値）が零にならなければ閉端を検出できないため、間口測定未
完了（ステップＳ２１１）とする処理に移行してからドア開閉終了とする。更に、ドア開
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端閉端位置検出部１１８では、かごドアの閉端を検出できた後、かごドアについて速度一
定で戸開を開始するドア開開始（ステップＳ２０５）の処理を行う。このとき、かごドア
が開端まで到達すると、上述したドア閉端検出の場合と同様に、かごドアの開端を検出す
るためのトルク帰還（値）の条件値(開端検出値)を設け、ドアトルク帰還監視部１１６で
かごドアのトルク帰還（値）が開端検出値まで飽和したか否かの判定（ステップＳ２０６
）を行う。この判定の結果、トルク帰還（値）が開端検出値まで飽和していれば引き続い
てドア速度帰還監視部１１７でかごドアの速度帰還を監視して速度帰還（値）が零（かご
ドアが全く動いていない状態）であるか否かを判定（ステップＳ２０７）するが、飽和し
ていなければ開端を検出できないため、間口測定未完了（ステップＳ２１１）とする処理
に移行してからドア開閉終了とする。
【００２２】
　また、先のかごドアの速度帰還を監視して速度帰還（値）が零であるか否かを判定（ス
テップＳ２０７）の結果、速度帰還（値）が零であればドア開端閉端位置検出部１１８で
かごドアの開端を検出したと判断してドア開端検出ＯＫ（ステップＳ２０８）とする処理
に移行するが、速度帰還（値）が零にならなければ開端を検出できないため、間口測定未
完了（ステップＳ２１１）とする処理に移行してからドア開閉終了とする。更に、ドア開
端閉端位置検出部１１８では、かごドアの開端を検出できた後には、上述した通り、かご
ドアのトルク帰還（値）と速度帰還（値）とにより、かごドアの閉端までの距離、並びに
開端までの距離を算出し、かごドアの閉端、開端までドア速度一定で移動することで、ロ
ータリエンコーダ１０７の動作距離に基づいてかごドアが移動した距離を得ることができ
るため、かごドアの間口寸法のデータを得ることができる。但し、このときにゴミ詰まり
等でドアが開ききらなかった場合，実際の開端ではない位置で開端を検出してしまうため
、誤った間口寸法のデータを得てしまうことになる。
【００２３】
　そこで、ドア開端閉端位置検出部１１８では、ロータリエンコーダ１０７により得られ
るかごドアの動作距離がかごドアの仕様上、最低間口寸法以上の距離の移動に該当するか
否かを判別すべく、かごドアについてドア移動距離が最低間口以上であるか否かの判定（
ステップＳ２０９）を行う。この判定の結果、ドア移動距離が最低間口以上であれば間口
データが正しく測定できたと判断して間口測定完了（ステップＳ２１０）とした後にドア
開閉終了とするが、ドア移動距離が最低間口未満であればドア開端を誤検出したと判断し
、間口測定未完了（ステップＳ２１１）とする処理に移行してからドア開閉終了とする。
【００２４】
　図４は、図２の動作処理に含まれる通常開閉モードの細部処理を示すフローチャートで
ある。
【００２５】
　図４を参照すれば、通常開閉モードは、かごドア通常開閉開始時に行われるが、上述し
た間口測定モードでかごドアの間口寸法のデータを得たことにより間口寸法未満相当でか
ごドアの開閉制御が可能となるものである。ここでは、まずドア開閉指令生成部１１５で
開閉パターンを生成してかごドアの速度制御が開始された状態を前提として、かごドアの
ドア閉指令がオンしているか否かの判定（ステップＳ３０１）を行う。この判定の結果、
かごドアのドア閉指令がオンしていればドア閉動作に移行してから間口測定で測定した間
口測定データ－かごドアの位置データ＝５ｍｍであるか否かの判定（ステップＳ３０２）
を行うが、かごドアのドア閉指令がオンしていなければ引き続いてかごドアのドア開指令
がオンしているか否かの判定（ステップＳ３０４）を行う。ステップＳ３０２の処理では
、かごドアの位置データが間口測定データから５ｍｍの位置の機械式ドア戸閉リミットス
イッチ（ＣＬＳ）の設置位置相当に移動しているか否かを判断するもので、かごドアの位
置データが間口測定データから５ｍｍの位置に移動していればソフトウェア上で作成され
る仮想ＣＬＳオン（ステップＳ３０３）とした後に通常開閉終了とする。但し、ここでは
かごドアの位置データは開端を零と定義している。
【００２６】
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　一方、先のかごドアのドア開指令がオンしているか否かの判定（ステップＳ３０４）の
結果、かごドアのドア開指令がオンしていればドア開動作に移行してからかごドアのドア
位置データ＝５ｍｍであるか否かの判定（ステップＳ３０５）を行う。ステップＳ３０５
の処理では、かごドアの位置データが５ｍｍの位置の機械式ドア戸開リミットスイッチ（
ＯＬＳ）の設置位置相当に移動しているか否かを判断するもので、かごドアの位置データ
が５ｍｍの位置に移動していればソフトウェア上で作成される仮想ＯＬＳオン（ステップ
Ｓ３０６）とした後に通常開閉終了とする。また、先のかごドアのドア開指令がオンして
いるか否かの判定（ステップＳ３０４）の結果、かごドアのドア開指令がオンしていない
場合と、間口測定データ－かごドアの位置データ＝５ｍｍであるか否かの判定（ステップ
Ｓ３０２）の結果、かごドアの位置データが間口測定データから５ｍｍの位置に移動して
いない場合と、かごドアのドア位置データ＝５ｍｍであるか否かの判定（ステップＳ３０
５）の結果、かごドアの位置データが５ｍｍの位置に移動していない場合と、については
何れも仮想ＣＬＳ，ＯＬＳオフ（ステップＳ３０７）とした後に通常開閉終了とする。
【００２７】
　因みに、図４中に示される仮想ＣＬＳ、並びに仮想ＯＬＳは、周知のドア位置検出装置
を構成する機械式ドア戸閉リミットスイッチや機械式ドア戸開リミットスイッチに置き換
えられる処理内容を示すもので、仮想ＣＬＳ、並びに仮想ＯＬＳの設置位置でオンするこ
とで機械式ドア戸閉リミットスイッチや機械式ドア戸開リミットスイッチが無くても同等
のドア開閉制御を行わせることが可能となることを示している。
【００２８】
　以上に説明したように、実施例に係るエレベータ用ドア制御装置によれば、ドア制御コ
ントローラ１１９において、ドアモータ電流検出器１０６からの電流検出値を数値変換し
て得られるトルク帰還値とロータリエンコーダ１０７からのドアデータ検出値に含まれる
かごドアの速度に示される速度帰還値とによりかごドアの開端及び閉端の位置を検出した
結果からドアデータ検出値に含まれるかごドアの動作距離に基づいて算出したかごドアの
開端までの距離、閉端までの距離で決定されるかごドアの間口寸法のデータをかごドアの
開閉駆動の所望の指令値生成に供し、間口寸法未満装置で演算した結果の電圧制御指示値
をインバータ制御部１０５へ送出するため、ドア位置検出装置を用いなくても同等な機能
を有してかごドアの開閉制御を適確に行うことができる。また、ドア制御コントローラ１
１９では、かごドアの間口寸法を決定した後の通常開閉モード時に間口寸法未満相当のデ
ータとして、ドア位置検出装置を構成する機械式ドア戸閉リミットスイッチと機械式ドア
戸開リミットスイッチとが仮想設置される位置までの距離を設定してかごドアの開閉駆動
の指令値生成を行うため、特許文献１の場合のような従来装置の場合と同等なドア開閉制
御を実施することが可能となる他、ドア位置検出装置を用いないために、従来装置の場合
のようなドア位置検出装置の設置位置が本来設置されるべき位置からずれたときにかごド
アの間口寸法に相当する距離を算出できなくなるという問題や、経年によりドア位置検出
装置に生じる劣化を対処するためのメンテナンスに要する手間やコスト増加の問題も発生
しない。
【００２９】
　尚、図１を参照して説明した実施例に係るエレベータ用ドア制御装置の基本構成では、
エレベータ装置として、建物に設備された昇降路の各階床を昇降する乗りかご１０３が１
系統である構成を説明したが、乗りかご１０３が２系統以上併設される多系統のエレベー
タ装置でも同様に適用できるため、本発明のエレベータ用ドア制御装置は実施例で開示し
た形態に限定されない。
【符号の説明】
【００３０】
　１０１　直流電源
　１０２　直流コンデンサ
　１０３　乗りかご
　１０４　ドアモータ
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　１０５　インバータ制御部
　１０６　ドアモータ電流検出部
　１０７　ロータリエンコーダ
　１０８　Ａ／Ｄ変換器
　１０９　３相２相（３φ→２φ）変換部
　１１０　Ａ／Ｄ変換器
　１１１　ドアモータ電流制御演算部
　１１２　２相３相（２φ→３φ）変換部
　１１３　パルス幅変調（ＰＷＭ）生成部
　１１４　ドア開閉制御演算部
　１１５　ドア開閉制御指令部
　１１６　ドアトルク帰還監視部
　１１７　ドア速度帰還監視部
　１１８　ドア開端閉端位置検出部
　１１９　ドア制御コントローラ

【図１】 【図２】



(9) JP 2017-178478 A 2017.10.5

【図３】 【図４】



(10) JP 2017-178478 A 2017.10.5

フロントページの続き

(72)発明者  深田　裕紀
            東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　株式会社　日立製作所内
(72)発明者  関野　崇
            東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　株式会社　日立製作所内
(72)発明者  永沼　一斗
            東京都千代田区神田淡路町二丁目１０１番地　株式会社日立ビルシステム内
Ｆターム(参考) 3F307 EA11  EA21 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

